
平成 14年 3月期　連結決算短信

株式会社　大　真　空 上場取引所　　大阪(市場第1部）
本社所在地
兵庫県

T E L ( 0 7 9 4 ) 2 6 - 3 2 1 1
連結決算取締役会開催日　　　　平成 14年 5月 24日
米国会計基準採用の有無　　　　無

１．14年 3月期の連結業績 （平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1) 連結経営成績 （百万円未満切り捨て）

百万円 百万円 百万円
（ △ ） △ （ ） △ （ ）
（ ） （ ） （ ）

百万円 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
△ （ ） △9 8 0 5 － － △ △ △

（ ） 5 5 8 3 5 3 9 0

（注）①  持分法投資損益 1４年3月期 6 2 百万円 13年3月期 6 6 百万円
②  期中平均株式数（連結）　　14年3月期　　40,282,399株　　　　　　 13年3月期   39,871,873株
③　会計処理方法の変更　　無
④　売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

（注）　期末発行済株式数(連結）　　　14年3月期　　40,271,223株　　　13年3月期　　40,287,558株

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円
△
△-

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数　   10 社 持分法適用非連結子会社数　 0  社 持分法適用関連会社数   1 社

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結　（新規）　 0 社　 （除外）　0 社 持分法　（新規）　 0 社　 （除外）　0 社

　

２．15年 3月期の連結業績予想 （平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）

（参考） 1株当たり予想当期純利益　（連結） 18 円   62 銭 1株当たり予想当期純利益　（単独） 14 円    89 銭

1 4, 2 3 12, 2 1 1

現金及び現金同等物
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営業活動による 投資活動による
キャッシュ・フロー

総 資 産 株 主 資 本

財務活動による
キャッシュ・フロー

百万円

14年 3月期
13年 3月期

7 7, 8 8 2
8 2, 5 2 0

14年 3月期
13年 3月期

売 上 高 経 常 利 益

9 7 7

通     期 3 6, 6 6 0

百万円
中 間 期 1 6, 6 0 0 1 8 0 2 0
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企 業 集 団 等 の 状 況

     当社企業集団は、当社、子会社11社および関連会社１社により構成され、その主な事業は人工水晶および水晶振動子

      ベースから製品にいたる電子部品の製造販売を行っております。

当グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

当社及び九州通信工業㈱ （連結子会社）、加高電子股 有限公司 （関連会社） が

製造販売しております。  Ｐ．Ｔ．ＫＤＳインドネシア （連結子会社）、天津大真空有限公司

（連結子会社） は製造子会社であります。 販売については、ダイシンクウ （HK） リミテッド

他５社の連結子会社があります。

[ 素形材超精密加工事業 ］西原金属工業㈱ （連結子会社） が製造販売しております。 当社は、材料を購入してお

ります。

当社がセラミック製品等を製造販売しております。

上記以外に、損害保険代理事業を行っている大真興産㈱ （非連結子会社） があります。

以上の事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

なお、上記事業区分と事業の種類別セグメント情報における事業区分とは同一であります。

［ 水 晶 製 品 事 業 ］

［ そ の 他 事 業 ］

　　　　　   P.T.　KDS　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

　　　　　    天津大真空有限公司

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
当
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
社

　
　
 
 
 
 
 
水
　
 
晶
　
 
製
　
 
品
　
 
事
　
 
業

　　　       　ﾀﾞｲｼﾝｸｳ（HK）ﾘﾐﾃｯﾄﾞ
                　　      （香　港　地　区）
　　　　　 　　 ﾀﾞｲｼﾝｸｳ（ｱﾒﾘｶ）ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ
                     　　　（北　米　地　区）
　　　　　　 　 ﾀﾞｲｼﾝｸｳ(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ)PTE ﾘﾐﾃｯﾄﾞ
             　　         （ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ地区）
　　　　　　  　ﾀﾞｲｼﾝｸｳ（ﾄﾞｲﾂﾗﾝﾄﾞ）GmbH
           　            （欧　州　地　区）
　　　　　　　  台湾大真空股 有限公司
           　　           （台　湾　地　区）
　　　　　　　  ﾀﾞｲｼﾝｸｳ（U.K.）ﾘﾐﾃｯﾄﾞ
               　　       （ｲｷﾞﾘｽ　地　区）

　
販
　
売
　
会
　
社

（

6
 
社
）

製 品 の 供 給

製
造
会
社

（

2
社
）

　加　高　電　子　股　 　有　限　公　司  ※

　　九　州　通　信　工　業　株　式　会　社

　 西　原　金　属　工　業　株　式　会　社

　   大    真    興    産    株    式    会    社

半製品の供給
及び製品の購入

半製品の供給
及び製品の購入

半製品の供給
及び製品の購入

材 料 の 購 入

素
形
材
超
精
密

加
工
事
業

そ
の
他

事
業

損害保険代理

製    品

製    品

製    品

材料の供給

 
 
 
 
 
 
 
 
得
 
 
 
 
 
 
 
 
意
 
 
 
 
 
 
 
 
先

製                       品

(連結子会社)

(連結子会社)

（関 連  会 社）

(連結子会社)

(連結子会社)

(非連結子会社)

※　持分法適用会社であります。
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                 経経経経    営営営営    方方方方    針針針針    

    
（１） 経営方針 

 当社及び当グループは、創業以来、「信頼」「信頼」「信頼」「信頼」を経営理念に掲げ“顧客のニーズに

適合するメーカーとしての信頼を得ること”を基本方針としております。 
 この経営理念に基づき、これからの情報技術、情報ネットワークやマルチメディ

アに対応した“高付加価値”、“高品質”の製品作りを通じて顧客ならびに株主・投

資家の皆様から信頼を得、社会に貢献出来る経営活動に全力を挙げる所存です。 
 

（２） 利益配分に関する基本方針 
 当社では、株主に対する配当金の決定は、経営政策の重要項目と認識しており、

今後の配当につきましては、将来に備えた経営基盤の強化と、経営環境、業績など

を勘案し、株主の皆様に対し安定した配当を行うことを基本方針としております。 
 

（３） 中長期的な会社の経営戦略 
 当社は、高度情報化社会の進展をにらみ、今後も高い成長が見込まれる移動体通

信市場・情報通信市場・光学部品市場等に対し、重点的かつタイミング良く投資す

ることにより、バランスの取れた資本投資や生産性の向上を図る所存であります。

また、市場シェアー拡大のために、コスト競争力をさらに強化するとともに、国内、

海外生産販売体制の強化育成、経営基盤の強化が必要と考えております。 
これらにより、全ての分野において、品質・原価・納期を念頭においた競争力の強

化に対し、スピードを持って遂行できる経営体質を目指し取り組んでおります。 
 

 

 

経経経経    営営営営    成成成成    績績績績    

（１） 当期の概況 
当期の当社をとりまく経営環境は、当初から世界的な景気の後退局面が深刻化する中

でスタートし、携帯電話に代表される情報機器の在庫調整や設備投資の抑制が長期化

するなど厳しい環境を強いられました。さらに米同時テロの影響も加わり、後半では

先行きの不透明感も色濃くなる中で推移いたしました。 
水晶業界におきましても、これら IT 不況の影響により市場は大幅に縮少し、これに

業界の能力過剰や海外メーカーの台頭による単価下落も加わり、終始低迷した中で推

移いたしました。 
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このような情勢下におきまして当社は、成長が見込まれる情報通信やデジタル機器向

け製品を拡充するなど、拡販努力を続けてまいりましたが、売上高は 32,633 百万円（前

期比 32％減）と大幅に前年を下回る結果となりました。利益におきましても、当初計

画を上回る海外生産の拡大による原価低減、早期退職優遇策や製品部材の海外調達を

推進するなどの企業改革施策を実施してまいりましたが、経常損失 2,496 百万円（前

期経常利益 4,501 百万円）、当期損失 3,949 百万円（前期当期利益 2,226 百万円）と損

失を計上することとなり、不本意な結果となりました。 

 

（２）次期の見通し 

今後のわが国経済は、経済や社会システムの変革期にあって、引き続き景気の停滞が

続くものと思われます。同時に、世界経済についてもその不透明感は当面の間、一掃

されないものと見られます。 
水晶業界におきましては、長引いた携帯電話の在庫調整はほぼ終了し、IT 関連市場
も今年に入って明るさを取り戻しつつあります。水晶製品の主要アプリケーションで

ある携帯電話は、W-CDMA や GPRS などの次世代規格の普及が本格化し、情報通信
の分野におきましてもブロードバンドによる通信環境が充実され、IT は情報通信の分
野に止まらず家電製品（デジタル）とも融合して発展するものと思われます。 
このような状況下におきまして当社は、水晶製品の新しいアプリケーションの出現と

広がりにより、今後も拡大傾向が続くと思われ、そのニーズはますます高度化・多様

化し、低付加価値製品については海外メーカーが台頭してくると見られます。当社で

は、保有する高い技術と製品シェアを効果的に活用して市場ニーズに応え、さらに、

市場をグローバルに捉えた生産体制の再構築を進めるとともに、徹底した原価低減策

を推進してまいります。 
また、引き続き経営改革の諸施策を断行するとともに、経営資源を効率的に活用して

業績の向上を期す所存でございます。 
 

 

 

                                     



連結財務諸表等

流　動　資　産 42,121,699      54.1 46,511,411      56.4 △ 4,389,712     

現 金 及 び 預 金 15,927,637      12,784,050      3,143,587     
受取手形及び売掛金 7,483,892        12,631,226      △ 5,147,334     
有 価 証 券 3,087,322        5,067,656        △ 1,980,333     
た な 卸 資 産 12,387,573      13,991,009      △ 1,603,435     
繰 延 税 金 資 産 1,636,503        706,649           929,854       
そ の 他 1,626,720        1,374,381        252,339       
貸 倒 引 当 金 △ 27,951            △ 43,561            15,610         

固　定　資　産 35,760,546      45.9 35,933,889      43.5 △ 173,343       

有形固定資産 29,286,326      37.6 28,737,318      34.8 549,008       
建 物 及 び 構 築 物 9,147,516        8,629,676        517,839       
機械装置及び運搬具 12,134,092      12,049,964      84,128         
土 地 6,051,572        6,020,792        30,780         
そ の 他 1,953,144        2,036,884        △ 83,740         

無形固定資産 304,695           0.4 444,350           0.5 △ 139,655       
連 結 調 整 勘 定 121,168           254,108           △ 132,939       
そ の 他 183,526           190,242           △ 6,716           

投資その他の資産 6,169,525        7.9 6,752,221        8.2 △ 582,695       
投 資 有 価 証 券 3,629,461        4,129,320        △ 499,859       
繰 延 税 金 資 産 1,079,182        1,252,208        △ 173,025       
そ の 他 1,670,529        1,474,332        196,197       
貸 倒 引 当 金 △ 209,648           △ 103,640           △ 106,007       

繰　延　資　産 -                    -     75,251            0.1 △ 75,251         

そ の 他 -                    75,251            △ 75,251         

77,882,246      100.0 82,520,552      100.0 △ 4,638,306     資 産 の 部 合 計

千円千円 ％ 千円（資産の部） ％

比 較 連 結 貸 借 対 照 表

期         別 当連結会計年度 前連結会計年度

（単位 : 千円、千円未満切捨）

科         目

増減金額 平成 13 年 3 月期 

構成比金　　　　額

 平成 14 年 3 月期 

構成比 金　　　　額
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流　動　負　債 9,856,115        12.6 13,135,343      15.9 △ 3,279,227     

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,248,443        4,024,886        △ 1,776,442     
短 期 借 入 金 1,788,347        1,444,546        343,801       
1年以内返済予定の長期借入金 3,827,698        3,872,368        △ 44,669         
未 払 金 662,089           752,859           △ 90,769         
未 払 法 人 税 等 268,340           1,800,976        △ 1,532,635     
未 払 費 用 556,057           313,033           243,024       
賞 与 引 当 金 368,233           814,183           △ 445,950       
そ の 他 136,905           112,489           24,415         

固　定　負　債 28,158,550      36.2 25,721,789      31.2 2,436,760     

社 債 5,000,000        5,000,000        -                 
転 換 社 債 6,183,000        6,783,000        △ 600,000       
長 期 借 入 金 13,480,683      10,998,979      2,481,703     
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 244,247           221,134           23,112         
退 職 給 付 引 当 金 2,785,545        2,675,248        110,297       
そ の 他 465,073           43,426            421,647       

38,014,666      48.8 38,857,132      47.1 △ 842,466       

少数株主持分 756,086           1.0 841,117           1.0 △ 85,030         

資     本     金 18,085,383      23.2 18,085,383      21.9 -                 
資 本 準 備 金 17,863,491      22.9 17,863,491      21.7 -                 
連 結 剰 余 金 2,619,244        3.4 7,033,930        8.5 △ 4,414,686     
その他有価証券評価差額金 △ 188,357           △ 0.2 △ 236,951           △ 0.3 48,594         
為替換算調整勘定 737,185           0.9 77,547            0.1 659,638       

計 39,116,947      50.2 42,823,402      51.9 △ 3,706,454     

自　己　株　式 △ 5,454              △ 0.0 △ 1,099              △ 0.0 △ 4,355           

39,111,493      50.2 42,822,303      51.9 △ 3,710,809     

77,882,246      100.0 82,520,552      100.0 △ 4,638,306     

期         別 当連結会計年度 前連結会計年度
増減金額

科         目 金　　　　額 構成比

資 本 の 部 合 計
負債、少数株主持分及び

(少数株主持分)

％（負債の部） 千円 ％ 千円

負 債 の 部 合 計

（資本の部）

（単位 : 千円、千円未満切捨）

資 本 の 部 合 計

千円

金　　　　額 構成比

 平成 14 年 3 月期  平成 13 年 3 月期 
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営　業　収　益 ( ) ( ) ( ) ( ) ( △ 15,399,315 )
売 上 高 △ 15,399,315 
営　業　費　用 ( ) ( ) ( ) ( ) ( △ 8,310,286   )
売 上 原 価 △ 8,588,755   
販売費及び一般管理費 278,469     

△ 3,510,528  △ 10.8  3,578,501   7.5 △ 7,089,029   

営　業　外　収　益 ( ) ( ) ( ) ( ) ( △ 185,764     )
受取利息及び配当金 △ 174,890     
持分法による投資利益 △ 4,573         
連 結 勘 定 償 却 額 -              26,507       △ 26,507       
そ の 他 20,207       

営　業　外　費　用 ( ) ( ) ( ) ( ) ( △ 276,950     )
支払利息及び割引料 △ 45,162       
社 債 発 行 費 償 却 -              186,751     △ 186,751     
社 債 発 行 差 金 償 却 -              139,598     △ 139,598     
そ の 他 94,561       

△ 2,496,690  △ 7.7    4,501,152   9.4 △ 6,997,843   

特　別　利　益 ( ) ( ) ( ) ( ) ( △ 910,290     )
固 定 資 産 売 却 益 26,619       3,859         22,759       
投資有価証券売却益 -              5,019         △ 5,019         
転 換 社 債 償 還 益 51,500       -               51,500       
新 株 引 受 権 戻 入 益 -              935,732     △ 935,732     
そ の 他 52,653       96,451       △ 43,799       
特　別　損　失 ( ) ( ) ( ) ( ) ( △ 707,916     )
固 定 資 産 除 売 却 損 33,998       182,848     △ 148,849     
投資有価証券評価損 443,849     222,120     221,729     
投資有価証券売却損 116,510     -               116,510     
退職給付引当金繰入額 -              2,411,660   △ 2,411,660   
早期退職特別加算金 1,200,315  -               1,200,315   
そ の 他 537,986     223,947     314,039     

△ 4,698,578  △ 14.4  2,501,638   5.2 △ 7,200,217   

△ 1,623,472   

△ 947,924     △ 2.9    △ 1,697,283   △ 3.5 749,359     

△ 18,042       △ 0.1    132,388     0.3 △ 150,430     

△ 3,949,619  △ 12.1  2,226,054   4.6 △ 6,175,674   

1,041,063       

6.3     

130,773         0.4        2.1     

2,332,661       7.1        

法人税、住民税及び事業税 217,007         

3,040,577       

当期純利益（△純損失）

0.7        3.8     

少 数 株 主 利 益

1,840,480       

比 較 連 結 損 益 計 算 書

（営業損益の部）

期　　　　　別 当連結会計年度 前連結会計年度 増減金額

自平成13年4月 1日
至平成14年3月31日

自平成12年4月 1日
至平成13年3月31日

科　　　　　目 金　　　　額 百分比 百分比金　　　　額

％ ％

経 常 利 益 ( △ 損 失 ）

（特別損益の部）

税金等調整前当期純 利益 （△ 純損 失）

法 人 税 等 調 整 額

32,633,039     100.0     48,032,355     

30,183,196     92.5       38,771,952     
36,143,567     

100.0  

80.7    
110.8     92.5    44,453,853     

100.0  48,032,355     32,633,039     100.0     

1,085,197       

11.8    18.3       

営 業 利益 （ △損 失）

5,681,901       5,960,370       

(営業外損益の部）
4.2     

2.3     

1,822,084       2,007,848       

1,666,352       

62,294           66,867           

1,686,559       

2.5        

396,317         

(単位 : 千円､千円未満切捨)

301,756          

808,246         
457,090          411,928         

73,229           248,120          
5.6        
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千円 千円

7,033,930  4,967,652  

連結剰余金減少高 465,065     159,775     

161,143     159,775     

41,219       -               

262,703     -               

△ 3,949,619  2,226,054  

2,619,244  7,033,930  

前連結会計年度

自平成13年4月 1日

科　　　　　　　目 至平成14年3月31日

当連結会計年度

連結剰余金期末残高

海外連結子会社会計処理基
準等の変更に伴う減少

当期純利益(△純損失)

役 員 賞 与

比 較 連 結 剰 余 金 計 算 書

自平成12年4月 1日
至平成13年3月31日

期　　　　　　　別

連結剰余金期首残高

配 当 金
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（単位 : 千円、千円未満切捨）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益（△純損失） △ 4,698,578      2,501,638      
減 価 償 却 費 3,937,136      3,961,780      
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 76,845          △ 26,507          
貸倒引当金の増減額（△減少額） △ 38,519          71,541          
賞与引当金の増減額（△減少額） △ 447,293         91,305          
役員退職慰労引当金の増減額（△減少額） 23,112          △ 62,776          
退職給付引当金の増減額（△減少額） 110,297         2,645,112      
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 73,229          △ 248,120         
支 払 利 息 411,928         457,090         
為 替 差 損 益 △ 560,157         △ 188,532         
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 △ 62,294          △ 66,867          
有 価 証 券 売 却 損 （ △ 売 却 益 ） 19,319          -                  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 443,849         222,120         
投資有価証券売却損（△売却益） 116,510         △ 5,019            
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 221,165         133,067         
有形固定資産売却損（△売却益） △ 26,261          17,170          
有 形 固 定 資 産 除 却 損 33,640          165,678         
社 債 発 行 差 金 償 却 -                  139,598         
新 株 引 受 権 戻 入 益 -                  △ 935,732         
転 換 社 債 償 還 益 △ 51,500          -                  
売上債権の増減額（△増加額） 5,541,405      △ 903,651         
たな卸資産の増減額（△増加額） 2,338,276      △ 1,068,907      
仕入債務の増減額（△増加額） △ 2,791,450      △ 284,563         
役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 41,489          -                  
そ の 他 △ 173,203         629,531         
小 計 4,309,509      7,244,958      
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 114,121         293,697         
利 息 の 支 払 額 △ 431,842         △ 466,830         
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 1,780,446      △ 254,003         
営業活動によるキャッシュ・フロー 2,211,341      6,817,822      

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 64,079          △ 2,138,291      
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 252,275         2,149,168      
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 10,753,632    △ 12,255,648    
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 12,714,645    9,360,001      
有形固定資産の取得による支出 △ 3,424,303      △ 3,913,368      
有形固定資産の売却による収入 184,905         13,340          
投資有価証券の取得による支出 △ 37,232          △ 973,629         
投資有価証券の売却による収入 186,990         -                  
貸 付 に よ る 支 出 △ 9,600            △ 93,821          
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 6,779            7,266            
そ の 他 △ 34,536          60,938          
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 977,787         △ 7,784,044      

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △ 259,246         △ 1,544,250      
長 期 借 入 に よ る 収 入 6,714,784      8,387,913      
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 3,887,152      △ 4,861,345      
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 -                  7,000,000      
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 548,500         △ 8,539,500      
株 式 の 発 行 に よ る 収 入 -                  156,362         
配 当 金 の 支 払 額 △ 162,297         △ 139,309         
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 24,459          -                  
そ の 他 △ 4,355            14,119          
財務活動によるキャッシュ・フロー 1,828,773      473,990         

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 260,327         138,097         
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△減少額） 3,322,656      △ 354,134         
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 10,909,081    11,263,215    
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 14,231,737    10,909,081    

（注）１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目との関係
現金及び預金勘定 15,927,637 12,784,050
預入期間が3か月を超える定期預金 △ 1,695,900 △ 1,874,969
現金及び現金同等物 14,231,737 10,909,081

連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度

自　平成12年4月 1日

至　平成13年3月31日至　平成14年3月31日

当連結会計年度
期　　　　　　　別

科　　　　　　　目
金　　　　　　　額金　　　　　　　額

自　平成13年4月 1日
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１．連結の範囲

２．持分法の適用
関連会社 （1社） に対する投資については、持分法を適用しております。

加高電子股 有限公司

３．連結子会社の事業年度等

４．会計処理基準
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法
①有 価 証 券
　　　　  その他有価証券
　　　　　　　　　　時価のあるもの　　-----決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均法により算定しております。）
　　　　　　　　　　時価のないもの　　-----主として移動平均法による原価法

②棚卸資産
　　　　　　商品・製品・原材料・仕掛品

　　　　　貯   蔵   品 最終仕入原価法を採用しております。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産

②無形固定資産 定額法を採用しております。

(3)重要な引当金の計上基準
①貸 倒 引 当 金

②賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した金額をそれぞれ発生の
翌連結会計年度から費用処理することとしております。

④役員退職慰労引当金

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

(6)重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

②ヘッジ手段とヘッジ対象
a.ヘッジ手段･･･金利スワップ
　ヘッジ対象・・・社債
b.ヘッジ手段･･･為替予約
　ヘッジ対象･･･製品輸出による外貨建売上債権　

③ヘッジ方針 ヘッジ対象に係る為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

(7)その他連結財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

役員への退職金支給に備えるため、支給規定（内規）に基づき期末要支給額を計上して
おります。

(5)重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債ならびに収益及び費用
は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替
換算調整勘定に含めております。

振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特例処理の用件を満た
している金利スワップについては特例処理によっております。

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりであります。

連結財務諸表作成のための基本となる事項

連結子会社は10社でﾀﾞｲﾜｸﾘｽﾀﾙ(H.K.)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ、ﾀﾞｲｼﾝｸｳ（ｱﾒﾘｶ）ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ、ﾀﾞｲｼﾝｸｳ（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ)PTE ﾘﾐﾃｯﾄﾞ、ﾀﾞｲｼﾝｸｳ(ﾄﾞｲﾂﾗﾝ
ﾄﾞ)GmbH、ﾀﾞｲｼﾝｸｳ(U.K.)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ、P.T.KDSｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、天津大真空有限公司、台湾大真空股 有限公司、西原金属工業（株）、九州
通信工業（株）であります。

連結子会社のうち、P.T.KDSｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、天津大真空有限公司、台湾大真空股 有限公司の決算日は12月31日、ﾀﾞｲﾜｸﾘｽﾀﾙ(H.K.)ﾘﾐ
ﾃｯﾄﾞ、ﾀﾞｲｼﾝｸｳ(ｱﾒﾘｶ)ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ、ﾀﾞｲｼﾝｸｳ(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ)PTEﾘﾐﾃｯﾄﾞ、ﾀﾞｲｼﾝｸｳ(ﾄﾞｲﾂﾗﾝﾄﾞ)GmbH、ﾀﾞｲｼﾝｸｳ(U.K.)ﾘﾐﾃｯﾄﾞは1月31日であり
ます。

関連会社名

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

親会社及び連結子会社10社のうち9社が総平均法による原価法、1社が売価還元法を採用
しております。

親会社及び連結子会社10社のうち8社が定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得し
た建物（附属設備を除く）は定額法）を採用し、2社が定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　3～65年
機械装置及び運搬具　　　2～17年

なお、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における利用可能期間(5年）に基
づく定額法を採用しております。
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５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

6．連結調整勘定の償却に関する事項

7．利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しております。

8．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金 （現金及び現金同等物） は、手許資金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金
可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から
なっております。

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。
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（連結貸借対照表に関する事項）

千円 千円
千円 千円
千円 千円
株 株

千円 45,630 千円

※  貸借対照表・損益計算書及び注記事項の記載金額は、それぞれ表示単位未満切り捨てにより表示しております。

（リース取引関係）
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
　 相当額及び当期末残高相当額 　 相当額及び当期末残高相当額

取 得 価 額 減価償却累 取 得 価 額 減価償却累
相 当 額 計額相当額 相 当 額 計額相当額

機械装置及び 機械装置及び
運 搬 具 2,864,777   940,297      運 搬 具 2,180,449   513,082      

工 具 ・ 器 工 具 ・ 器
具 ・ 備 品 573,212      385,544      具 ・ 備 品 733,417      439,672      

合 計 3,437,990   1,325,842   合 計 2,913,867   952,754      

（注）取得価額相当額は、未経過リース料当期末残高 （注）取得価額相当額は、未経過リース料当期末残高
が有形固定資産の当期末残高等に占める割合が低い が有形固定資産の当期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定しております。 ため、支払利子込み法により算定しております。
②   未経過リース料当期末残高相当額 ②   未経過リース料当期末残高相当額

一年内 550,709    千円 一年内 466,623    千円
一年超 1,561,438 千円 一年超 1,494,489 千円
合計 千円 合計 1,961,113 千円

（注）未経過リース料当期末残高相当額は未経過リース （注）未経過リース料当期末残高相当額は未経過リース
料当期末残高が有形固定資産の当期末残高等に占め 料当期末残高が有形固定資産の当期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込み法により算定しており る割合が低いため、支払利子込み法により算定しており
ます。 ます。
③   支払リース料及び減価償却費相当額 ③   支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 543,024    千円 支 払 リ ー ス 料 398,275    千円
減価償却費相当額 543,024    千円 減価償却費相当額 398,275    千円

④   減価償却費相当額の算定方法 ④   減価償却費相当額の算定方法
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
　 定額法によっております。 　 定額法によっております。

2,112,147                    

（ 当連結会計年度 ） （ 前連結会計年度 ）

（単位：千円） （単位：千円）

当 期 末 残 高 当 期 末 残 高
相 当 額 相 当 額

1,924,480       1,667,367       

187,667         293,745         

2,112,147       1,961,113       

注　記　事　項

減価償却累計額
受取手形割引高
受取手形裏書譲渡高

37,764,096
353,617
729,057
1,691

（ 当連結会計年度 ） （ 前連結会計年度 ）

自己株式の数

41,744,164
169,054
522,048
16,335

※　期末満期手形の会計処理については、手形期日をもって決済処理をしております。
　　 なお、14年3月期末持分から除かれている期末日の満期手形は次のとおりであります。
受　　取　　手　　形 38,741
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1. 事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（自　平成 13年 4月 1日　至　平成 14年 3月 31日）

Ⅰ売上高及び営業損益
売 上 高

(1) 28,718,450  3,383,865  530,723     ―

(2)

― 161,220     ― ( 161,220     ) ―

28,718,450  3,545,085  530,723     ( 161,220     )

営 業 費 用 30,231,171  3,985,544  648,229     1,279,789  

営業利益（△損失） △ 1,512,720   △ 440,458     △ 117,505     △ 2,070,685  ( 1,441,009  ) △ 3,511,695  

Ⅱ

資 産 52,123,034  4,753,264  405,305     

減 価 償 却 費 3,460,695   239,154     64,883      172,403     

資 本 的 支 出 3,352,637   43,559      ― ―

前連結会計年度（自　平成 12年 4月 1日　至　平成 13年 3月 31日）

Ⅰ売上高及び営業損益
売 上 高

(1) 40,771,415  6,437,998  822,941     ―

(2)

― 340,971     ― ( 340,971     ) ―

40,771,415  6,778,970  822,941     ( 340,971     )

営 業 費 用 36,162,656  6,534,883  896,519     859,794     

営業利益（△損失） 4,608,759   244,086     △ 73,577      ( 1,200,766  )

Ⅱ

資 産 57,850,559  5,541,597  473,391     

減 価 償 却 費 3,462,250   299,345     93,961      106,223     

資 本 的 支 出 3,106,368   401,206     ― ―

（注）　事業区分は内部管理上採用している区分によっており、各事業の主な製品は次の通りであります。
・ -------- 水晶振動子、水晶発振器、水晶フィルタ、人工水晶
・ -------- 超精密・微細金属プレス加工、超精密金型加工
・ -------- セラミック製品
素形材超精密加工事業
そ の 他 事 業

3,855,557      

3,507,575      3,507,575      

4,779,267      

水 晶 製 品 事 業

63,865,547     18,655,005    82,520,552     

3,961,780      

3,578,501      

48,032,355     

43,594,059     44,453,853     

資産、減価償却費及び資本的支出

計 消去又は全社 連 結

外部顧客に対する売上高 48,032,355     48,032,355     

水 晶 製 品素形材超精密
事 業加 工 事 業 その他事業

資産、減価償却費及び資本的支出

57,281,603     20,553,725    77,835,329     

セグメント間の内部

売上高又は振替高 340,971         

計 48,373,327     

（単位：千円、千円未満切捨）

3,764,732      3,937,136      

3,396,197      3,396,197      

32,633,039     

34,864,945     36,144,734     

セグメント間の内部

売上高又は振替高 161,220         

計 32,794,260     

消去又は全社 連 結

外部顧客に対する売上高 32,633,039     32,633,039     

事 業加 工 事 業 その他事業 計

セ グ メ ン ト 情 報

（単位：千円、千円未満切捨）

水 晶 製 品素形材超精密
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2. 所在地別セグメント情報

当連結会計年度（自　平成 13年 4月 1日　至　平成 14年 3月 31日）

Ⅰ売上高及び営業損益
売 上 高

(1)

(2)

( )

( )

営 業 費 用 ( )

営業利益（△損失） △ 1,425,019 △ 29,482 △ 1,210,661 △ 144,213 △ 2,809,377 ( ) △ 3,481,418

Ⅱ 資 産

前連結会計年度（自　平成 12年 4月 1日　至　平成 13年 3月 31日）

Ⅰ売上高及び営業損益
売 上 高

(1)

(2)

( )

( )

営 業 費 用 ( )

営業利益（△損失） 139,579 △ 222,159 ( ) 3,578,501

Ⅱ 資 産

（注）　国又は地域の区分は地理的近接度によって区分しており、各区分に属する主な国は次の通りであります。
・ 欧 州 ドイツ、イギリス
・ ア ジ ア 香港、シンガポール、中国、インドネシア、台湾
・ 北 米 米国

82,520,552

---
---

1,569,203

55,114,393 1,078,819 17,985,525 2,041,683 76,220,421 6,300,131

48,032,355

売上高又は振替高

計

40,291,895 2,876,083 4,491,445 66,422,232 44,453,853

23,537,582 48,032,355

計 消去又は全社 連　結

外部顧客に対する売上高 28,601,354 3,008,241 12,181,561 4,241,196 48,032,355 ―

日　本 欧　州 アジア 北　米

48,388,840 518,157 19,102,723 1,387,694

---

71,569,93744,735,071 3,015,663

787,109

18,762,807

4,443,175 5,147,705

21,968,378

19,549,916 4,269,286

23,537,582 23,537,582 ―

セグメント間の内部

16,133,716 7,421 7,368,354 28,089

（単位：千円、千円未満切捨）

52,340,289 16,225,831 36,114,458

672,041

69,397,416 8,437,913 77,835,329

29,556,534 1,691,588 16,945,275 4,146,891

―

計 28,131,515 1,662,105 15,734,613 4,002,678 49,530,912 16,897,873 32,633,039

6,102,034 15,230 16,897,873 16,897,873

セグメント間の内部

売上高又は振替高 10,762,337 18,270

3,987,447 32,633,039 ― 32,633,039外部顧客に対する売上高 17,369,177 1,643,834 9,632,579

（単位：千円、千円未満切捨）

日　本 欧　州 アジア 北　米 計 消去又は全社 連　結
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3.海外売上高

海外売上高および連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります。

当連結会計年度　（自　平成 13年 4月 1日　至　平成 14年 3月 31日）
        （単位：千円、千円未満切捨）

欧州 アジア 北米 計

Ⅰ 1,773,345            10,764,650          3,994,311            16,532,307          

Ⅱ 32,633,039          

Ⅲ

前連結会計年度　（自　平成 12年 4月 1日　至　平成 13年 3月 31日）
        （単位：千円、千円未満切捨）

欧州 アジア 北米 計

Ⅰ 3,586,789            12,026,013          5,459,934            21,072,736          

Ⅱ 48,032,355          

Ⅲ

（注）1 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
2 各区分に属する主な国又は地域
(1) 欧　　　州 ---- ドイツ、イギリス
(2) ア　ジ　ア ---- 香港、シンガポール、台湾
(3) 北　　　米 ---- 米国
3 海外売上高は、当社グループ（当社及び連結子会社）の本邦以外の国又は地域における売上高
であります。

25.0% 11.4% 43.9%
海外売上高の割合

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

連結売上高に占める
7.5%

33.0% 12.2% 50.6%
海外売上高の割合

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

連結売上高に占める
5.4%
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生産、受注及び販売の状況

（1）生産実績

期　別

部　門

（2）受注状況

期　　別

部　門

27,328,917 87.6 36,686,932 85.2

3,342,822 10.7 6,262,211 14.5

538,972 1.7 119,121 0.3

31,210,712 100.0 43,068,264 100.0

期　　別

部　門

2,447,158 93.0 3,866,521 94.4

154,942 5.9 205,616 5.0

29,795 1.1 22,352 0.6

2,631,896 100.0 4,094,489 100.0

（3）販売実績

期　別

部　門

              ％               ％

28,718,450 88.0 40,771,415 84.9

3,383,865 10.4 6,437,998 13.4

530,723 1.6 822,941 1.7

32,633,039 100.0 48,032,355 100.0

前連結会計年度

（平成１３．４～平成１４．３） （平成１２．４～平成１３．３）

金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比

素形材超精密加工事業

そ　　　の　　　他

              ％               ％

合　　　　　　　　　計

　　（単位：千円、千円未満切捨）

　　（単位：千円、千円未満切捨）

当連結会計年度 前連結会計年度

（平成１３．４～平成１４．３）

（平成１２．４～平成１３．３）

受　　　　注　　　　高　　 受　　　　注　　　　高　　

金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比

　　（単位：千円、千円未満切捨）

前連結会計年度

（平成１２．４～平成１３．３）

21,629,668

当連結会計年度

（平成１３．４～平成１４．３）

37,323,465

合　　　　　　　　　計

水   晶  製  品  事   業

そ　　　の　　　他

そ　　　の　　　他

合　　　　　　　　　計

水   晶  製  品  事   業

素形材超精密加工事業

水   晶  製  品  事   業

当連結会計年度

水   晶  製  品  事   業

素形材超精密加工事業

当連結会計年度

素形材超精密加工事業 3,236,903

そ　　　の　　　他 254,506

合　　　　　　　　　計

（平成１２．４～平成１３．３）

受   注   残   高　 受   注   残   高

金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比

6,668,773

1,910,901

45,903,140

              ％               ％

25,121,078

　　（単位：千円、千円未満切捨）

前連結会計年度

（平成１３．４～平成１４．３）
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有価証券関係

当連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成14年3月31日）

（単位 ： 千円）

　時価が連結貸借対照表  （１）株式 333,015    221,459    

　計上額を超えるもの  （２）その他 100,000    102,122    2,122       

433,015    656,597    223,581    

　時価が連結貸借対照表  （１）株式 1,371,043 1,035,214 △ 335,828    

　計上額を超えないもの  （２）その他 630,258    417,750    △ 212,508    

2,001,301 1,452,964 △ 548,336    

2,434,317 2,109,562 △ 324,755    

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成13年4月1日 至平成14年3月31日）

（単位 ： 千円）

３．時価評価されていない主な有価証券(平成14年3月31日）

（単位 ： 千円）

　その他有価証券

　　①マネー・マネジメント・ファンド 3,087,322 
　　②その他 1,519,899 

種類 連結貸借対照表計上額

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

1,428,527                    -                            135,687                     

小計

取得原価 連結貸借対照表計上額 差額種類

554,475                     

小計

合計

連－17



前連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成13年3月31日）

（単位 ： 千円）

　時価が連結貸借対照表  （１）株式 630,341    775,511    145,170    

　計上額を超えるもの  （２）その他 100,000    101,699    1,699       

730,341    877,211    146,870    

　時価が連結貸借対照表  （１）株式 2,483,294 1,159,035 △ 1,324,259 

　計上額を超えないもの  （２）その他 933,758    623,420    △ 310,338    

3,417,052 1,782,455 △ 1,634,597 

4,147,393 2,659,666 △ 1,487,727 

２．時価評価されていない主な有価証券〈平成13年3月31日）

（単位 ： 千円）

　その他有価証券

　　①マネー・マネジメント・ファンド

　　②その他

連結貸借対照表計上額 差額

小計

小計

種類 取得原価

5,067,656                   

合計

種類 連結貸借対照表計上額

1,469,654                   

連－18



デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

該当事項はありません。
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　　　　(退職給付関係）

１． 採用している退職給付制度の概要
　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度を設けております。

２． 退職給付債務に関する事項
（単位:千円）

当連結会計年度末 前連結会計年度末
（平成14年3月31日現在） （平成13年3月31日現在）

イ． 退職給付債務 △ 6,041,960 △ 6,080,998
ロ． 年金資産 2,955,163 3,490,924
ハ． 未積立退職給付債務 △ 3,086,797 △ 2,590,073
ニ． 会計基準変更時差異の未処理額 － －
ホ． 未認識数理計算上の差異 △ 378,970 △ 154,988
ヘ． 未認識過去勤務債務(注)１ 680,222 69,814
ト． 連結貸借対照表計上額純額 △ 2,785,545 △ 2,675,248
チ． 前払年金費用 － －
リ． 退職給付引当金 △ 2,785,545 △ 2,675,248

(注） 1.一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３． 退職給付費用に関する事項
（単位:千円）

当連結会計年度末 前連結会計年度末
（平成14年3月31日現在） （平成13年3月31日現在）

イ． 勤務費用 (注）１ 424,942 513,595
ロ． 利息費用 208,813 198,788
ハ． 期待運用収益 △ 120,945 △ 115,817
ニ． 会計基準変更時差異の費用処理額 － 2,411,660
ホ． 数理計算上の差異の費用処理額 △ 15,498 －
ヘ． 過去勤務債務の費用処理額　　(注）２ 3,908 6,346
ト． 退職給付費用 501,219 3,014,573

(注） １.厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。
2．「２．退職給付債務に関する事項」(注)2．に記載の過去勤務債務に係る当期の費用処理額であります。

４． 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
イ． 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
ロ． 割引率 3.5%
ハ． 期待運用収益 3.5%
ニ． 過去勤務債務の額の処理年数 10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によります。）
ホ． 数理計算上の差異の処理年数 10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、
翌連結会計年度から費用処理することとしております。）
1年で費用処理しております。
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該当事項はありません。

関連当事者との取引
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